
うち県出資額

※１　減資前は2,685,000千円 ※２　株式の取得価格 ※３　現時点の発行株式数に対する県の持株比率

出資法人経営状況説明書

１　法人の概要（令和６年６月21日現在）

（１）　基本情報

法人の名称 株式会社広島テクノプラザ 所 管 課 商工労働局イノベーション推進チーム

所 在 地 広島県東広島市鏡山三丁目13-26 設立 登 記 平成2年4月26日

基本財産等の額 100,000千円（※１） 800,000千円（※２） 県出資比率 31.1%（※３）

（２）　役・職員の状況

県職員 元県職員 その他

常 勤 役 員 数 ４ 人 ０ 人 ２ 人 ２ 人

非 常 勤 役 員 数 ８ 人 ２ 人 ０ 人 ６ 人

常 勤 職 員 数 １８ 人 ０ 人 １ 人 １７ 人

役 職 氏　　名 県職員である者 備考 役 職 氏　　名 県職員である者 備考

代表 取 締
役 社 長

菊間　秀樹 常勤 取 締 役 桑原　立人

代表 取 締
役 専 務

小早川　一英 常勤 取 締 役 木下　博雄

常務取締役 山田　秀樹 常勤 取 締 役 小早川　孝

取 締 役 梅田　泰生 商工労働局長 常勤監査役 山藤　哲也 常勤

取 締 役 尾村　尚樹 農林水産局付（東広島市） 監 査 役 國久　政則

取 締 役 古屋　愼一郎 監 査 役 大原　一也

（３）　組織の概要

備　考

県以外の出資者

○国・市　　　　　　 900,000千円（35.0％）　　　(独)中小企業基盤整備機構 600,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東広島市　　　　 　　　　　　　300,000千円　
○企業　　　　　　　 870,000千円（33.9％）　　　マツダ(株)　　　　　　　　　　  205,000千円
（自己株式取得前：985,000千円）　　　　　　　　中国電力(株)　　　　　　　　  100,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(株)広島銀行 　　　　　　　　 100,000千円　ほか

設立目的
頭脳立地構想に基づく県内産業の技術高度化を支援する中核的施設の設置・運営

業務概要
１　研究開発支援事業（貸室・研究開発機器の賃貸、技術情報提供等）
２　人材育成支援事業（技術研修、ＥＭＣ対策技術研修の実施等）
３　産学官交流促進事業（各研究会事務局として講演会の開催等）

区　分 役職員数 備　考

※　部長、センター長を

　　 含む

ＥＭＣ担当（10人）※

機械・材料試験、

分析担当（１人）※

総務・施設管理担当

（５人）※

研修担当（２人）※

企 画 管 理 部 長

常勤監査役

代表取締役社長

代表取締役

専務
常務取締役 ＥＭＣセンター長

測 定 分 析 部 長

研 修 部 長



 （１）事業計画 （単位：千円）

（２）予想損益計算書 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

２　令和６年度事業計画

事業名 事業内容 令和６年度 令和５年度 増　減

1 研究開発支援事業 
・貸室や研究開発機器（ＥＭＣ試験設備等）の
　賃貸
・県内中小企業等への適切な技術情報提供

2 人材育成支援事業
・技術研修講座の実施
・ＥＭＣ対策技術研修の実施

3 産学官交流促進事業
・広島県ＥＭＣ研究会や広島県音・振動技術研究
　会等の事務局として、技術講習会・講演会等を
　開催

合　計 356,355 347,369 8,986

 【特記事項】

区　分 令和６年度 令和５年度 増　減 主な増減理由

売上高　　　　　　　　　　　① 400,400 400,100 300

売上原価　　　　　　　　　 ② 286,269 273,573 12,696 Ｅチャンバー運営経費の増

販売費・一般管理費　　　③ 70,086 73,796 ▲3,710 人件費の減

　　計　　　④＝①-②-③ 44,045 52,731 ▲8,686

営業外収益　　　　　　　　⑤ 2,470 1,950 520 受取利息の増

営業外費用　　　　　　　　⑥ 200 0 200 ｲﾝﾎﾞｲｽ制度による損失を見込む

　　計　　　⑦＝④+⑤-⑥ 46,315 54,681 ▲8,366

特別利益　　　　 　　　　　⑧ 0 0 0

特別損失　　  　 　　　　　⑨ 0 0 0

税金等調整前当期純利益　 ⑩=⑦+⑧-⑨ 46,315 54,681 ▲8,366

法人税等　　　　　      　　　　       　　　⑪ 13,018 15,194 ▲2,176 収益減による法人税の減

当期純利益（損失）　　　   　 ⑫=⑩-⑪ 33,297 39,487 ▲6,190

356,355 347,369 8,986

電気自動車用部品対応電波暗室（Ｅチャンバー）運営に要する経費の増等

営業利益

経常利益



３　令和５年度事業報告

（１）事業報告 （単位：千円）

（２）損益計算書　 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

（３）　貸借対照表 （単位：千円）

※　端数調整により合計が一致しない場合がある。

事業名 事業内容 令和５年度 令和４年度 増　減

1 研究開発支援事業 
・貸室や研究開発機器（ＥＭＣ試験設備等）の
　賃貸
・県内中小企業等への適切な技術情報提供

2 人材育成支援事業
・技術研修講座の実施
・ＥＭＣ対策技術研修の実施

3 産学官交流促進事業
・広島県ＥＭＣ研究会や広島県音・振動技術研究
　会等の事務局として、技術講習会・講演会等を
　開催

合　計 326,932 345,736 ▲18,804

 【特記事項】

区　分 令和５年度 令和４年度 増　減 主な増減理由

売上高　　　　　　　　　　　① 323,736 401,743 ▲ 78,007 EMC事業売上の減

売上原価　　　　　　　　　 ② 257,318 278,500 ▲ 21,182 減価償却費、消耗品費等の減

販売費・一般管理費　　　③ 69,613 67,235 2,378 水道光熱費等の増

　　計　　　④＝①-②-③ ▲ 3,196 56,007 ▲ 59,203

営業外収益　　　　　　　　⑤ 2,416 2,276 140

営業外費用　　　　　　　　⑥ 91 0 91

　　計　　　⑦＝④+⑤-⑥ ▲ 870 58,283 ▲ 59,153

特別利益　　　　 　　　　　⑧ 0 0 0

特別損失　　  　 　　　　　⑨ 0 0 0

税金等調整前当期純利益　 ⑩=⑦+⑧-⑨ ▲ 870 58,283 ▲ 59,153

法人税等　　　　　      　　　　       　　　⑪ 977 18,120 ▲ 17,143

当期純利益（損失）　　　   　 ⑫=⑩-⑪ ▲ 1,847 40,163 ▲ 42,010

区　分 令和５年度末 令和４年度末 増　減 主な増減理由

流動資産 839,842 795,621 44,221 現金預金等の増

固定資産 1,284,905 1,312,622 ▲ 27,717 固定資産の償却減

資　産　　計 2,124,747 2,108,243 16,504

流動負債 58,424 34,795 23,629 未払金の増

固定負債 22,181 19,233 2,948

負　債　　計　　① 80,605 54,029 26,576

資本金 100,000 100,000 0

剰余金（累積欠損金）等 2,029,966 2,040,038 ▲ 10,072

評価・換算差額等 ▲ 85,824 ▲ 85,824 0

純資産　計　　② 2,044,142 2,054,214 ▲ 10,072

負債・純資産　合計　③=①+② 2,124,747 2,108,243 16,504

326,932 345,736 ▲18,804

減価償却費の減及び売上減による変動費の減等
（減価償却費▲6,590千円、消耗品費▲4,838千円、修繕費▲4,014千円）

営業利益

経常利益

資産

負債

純
資
産



（４）　株主資本等変動計算書 （単位：千円）

（５）　県からの財政的支援 （単位：千円）

区　分 令和５年度 令和４年度 増　減 主な増減理由

資本金　　　　　　　　　① 100,000 100,000 0

資本剰余金　　　　　　　② 1,788,103 1,788,103 0

利益準備金　　　　　 4,985 4,163 822

圧縮積立金　　　　　 0 0 0

繰越利益剰余金　　　 236,877 247,771 ▲ 10,894 配当及び純損失による減

   計　③ 241,863 251,935 ▲ 10,072

株主資本合計　  ④=①+②+③ 2,129,966 2,140,038 ▲ 10,072

評価・換価差額等　　 　⑤ ▲ 85,824 ▲ 85,824 0

純資産合計　   　　⑥=④+⑤ 2,044,142 2,054,214 ▲ 10,072

区分 令和５年度 令和４年度 増　減 主な増減理由

補助金等 0 0 0

委託料 1,461 1,461 0

貸付金 0 0 0

その他（追加出資等） 0 0 0

合　計 1,461 1,461 0

借入金残高（期末残高） 0 0 0

債務保証額（期末残高） 0 0 0

損失補償契約に係る債務残高 0 0 0

 【県の財政的支援の目的・内容等】

（６）経営健全化計画の推進状況など特記事項

利益剰余金

委託料
・西部工業技術センター生産技術アカデミー保守（1,461千円）

・車載用機器の開発が一時的に減少したことから、令和５年度は経常損失が発生したが、令和６年度は広島大学と整備す
る新たな検査施設の運用開始を見込み、研究開発支援事業の利用拡大を図り、黒字化を見込む。
・経営健全化の進展にあわせて、県は有償貸付け（1/2減免）の県有地を、平成３０年度から減免措置無しとして貸付け
を行っている。
・「中期経営計画～Towards new growth!～」に基づき、令和３年度から令和５年度までの間、「お客様第一主義」によ
る価値向上、「最高の技術サービス」の実現、「ブランド力」の強化の３つの基本姿勢のもと、経営基盤の拡大と安定の
実現に努めている。



（単位：千円）

科　　目 令和５年度決算 A 令和４年度決算 B 増　減 A-B 備考

Ⅰ　売上高

　　　　　貸室事業 91,438 87,943 3,495

　　　　　貸会議室事業 7,097 7,730 ▲ 633

　　　　　宿泊事業 29,219 22,398 6,821

　　　　　EMC事業 150,594 239,550 ▲ 88,956

　　　　　機械・分析事業 19,294 21,613 ▲ 2,319

　　　　　研修事業 24,760 21,176 3,584

　　　　　施設管理受託事業 1,329 1,329 0

      　売上高合計 323,736 401,743 ▲ 78,007

Ⅱ　売上原価 257,318 278,500 ▲ 21,182

　　　売上総利益 66,417 123,243 ▲ 56,826

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　　　　 役員報酬 10,303 12,353 ▲ 2,050

　　　　 給与手当 19,065 16,242 2,823

　　　　 賞与 3,175 3,400 ▲ 225

　　　　 法定福利費 4,011 3,925 86

　　　　 退職給付費用 596 532 64

　　　　 福利厚生費 401 332 69

　　　　 旅費交通費 1,051 1,518 ▲ 467

　　　　 通信費 933 470 463

　　　　 交際費 0 207 ▲ 207

　　　　 減価償却費 15,102 15,260 ▲ 158

　　　　 地代家賃 1,975 1,975 0

　　　　 リース料 0 0 0

　　　　 保険料 138 158 ▲ 20

　　　　 修繕費 338 344 ▲ 6

　　　　 水道光熱水費 4,101 3,927 174

　　　　 ガソリン代 42 28 14

　　　　 消耗品費 2,192 607 1,585

　　　　 租税公課 3,513 3,569 ▲ 56

　　　　 保守費 0 0 0

　　　　 広告宣伝費 0 0 0

　　　　 支払手数料 2,114 1,892 222

　　　　 諸会費 155 110 45

　　　　 新聞図書費 134 120 14

　　　　 貸倒引当金繰入 50 65 ▲ 15

　　　　 会議費 89 95 ▲ 6

　　　　 雑費 127 97 30

      　販売費及び一般管理費合計 69,613 67,235 2,378

　　　営業利益 ▲ 3,196 56,007 ▲ 59,203

Ⅳ　営業外収益

　　　　　受取利息 1,818 1,769 49

　　　　　雑収入 598 507 91

　　　　営業外収益合計 2,416 2,276 140

Ⅴ　営業外費用

　　　　　雑損失 91 0 91

　　　　　支払利息 0 0 0

　　　　　雑損失 0 0 0

　　　　営業外費用合計 91 0 91

　　　経常利益（損益） ▲ 870 58,283 ▲ 59,153

Ⅵ　特別損失 0 0 0

　　　　　固定資産除却損 0 0 0 　

　　　　特別損失合計 0 0 0

　　　税引前当期純利益（損益） ▲ 870 58,283 ▲ 59,153

　　　法人税、住民税及び事業税 977 18,120 ▲ 17,143

　　　当期純利益 ▲ 1,847 40,163 ▲ 42,010

※　端数調整により、合計が一致しない場合がある。

４　損益計算書の内訳



（単位：千円）

科　　目 令和５年度決算 A 令和４年度決算 B 増　減 A-B 備考

Ⅰ　資産の部

　１  流動資産

　　　　　現金預金 775,992 728,196 47,796  

　　　　　売掛金 41,686 64,616 ▲ 22,930  

　　　　　有価証券 0 0 0  

　　　　　前払費用 6,186 420 5,766  

　　　　　未収収益 892 766 126  

　　　　　未収入金 2,115 1,620 495

　　　　　未収還付法人税等 8,379 0 8,379

　　　　　未収消費税等 4,589 0 4,589  

　　　　流動資産合計 839,842 795,621 44,221  

　２  固定資産  

　（１）有形固定資産  

　　　　　建物 705,777 733,389 ▲ 27,612  

　　　　　建物附属設備 334,498 362,481 ▲ 27,983

　　　　　構築物 17,225 18,702 ▲ 1,477

　　　　　機械装置 0 0 0

　　　　　車両運搬具 0 0 0

　　　　　工具器具備品 82,022 92,305 ▲ 10,283

　　　　　建物仮勘定 39,980 0 39,980

　　　　有形固定資産合計 1,179,504 1,206,879 ▲ 27,375  

　（２）無形固定資産  

　　　　　電話加入権 273 273 0  

　　　　　ソフトウェア 5,111 5,452 ▲ 341

　　　　無形固定資産合計 5,384 5,726 ▲ 342  

　（３）投資その他の資産  

　　　　　投資有価証券 100,000 100,000 0  

　　　　　出資金 6 6 0

　　　　　預託金 10 10 0

　　　　投資その他の資産合計 100,016 100,016 0  

　　　　固定資産合計 1,284,905 1,312,622 ▲ 27,717  

　　　　資産合計 2,124,747 2,108,243 16,504  

Ⅱ　負債の部  

　１  流動負債  

　　　　　未払金 50,431 12,287 38,144  

　　　　　預り金 3,526 3,472 54  

　　　　　未払法人税等 188 8,959 ▲ 8,771  

　　　　　未払消費税 0 6,786 ▲ 6,786  

　　　　　前受金 4,277 3,290 987  

　　　　流動負債合計 58,424 34,795 23,629  

　２  固定負債  

　　　　　預り敷金 12,822 11,257 1,565

　　　　　退職給付引当金 9,358 7,975 1,383  

　　　　固定負債合計 22,181 19,233 2,948  

　　　　負債合計 80,605 54,029 26,576  

Ⅲ　純資産の部  

　１  株主資本  

　（１）資本金 100,000 100,000 0  

　（２）資本剰余金  

　　　　　その他資本剰余金 1,788,103 1,788,103 0  

　　　　資本剰余金合計 1,788,103 1,788,103 0  

　（３）利益剰余金  

　　　　　利益準備金 4,985 4,163 822  

　　　　　繰越利益剰余金 236,877 247,771 ▲ 10,894

　　　　利益剰余金合計 241,863 251,935 ▲ 10,072  

　（４）自己株式 ▲ 85,824 ▲ 85,824 0  

　　　　株主資本合計 2,044,142 2,054,214 ▲ 10,072

　　　　純資産合計 2,044,142 2,054,214 ▲ 10,072  

　　　　負債及び純資産合計 2,124,747 2,108,243 16,504  

※　端数調整により、合計が一致しない場合がある。  

５　貸借対照表の内訳


